
＜Ｂコース①介護と仕事の両立推進事業＞ 

（社外用・都ホームページ掲載用） 

 
企業名 吉澤直幸税理士事務所 

所在地 〒111-0051 東京都台東区蔵前 3-4-5 浅草税理士会館 3F 

業種 税理士事務所 

常用労働者数 4 

事業内容 税務代理、税務書類の作成及び相談 

ホームページ http://www.tax-yoshizawa.jp/ 

１ ニーズ調査 

 

 

 

 

 

 

①実施日及び実施方法 

平成 30年 9月 4日、Googleアンケートフォームを従業員に周知 

②対象者数、回収数、回収率 

対象者 4名、回収数 4名、回収率 4／4＝100％ 

③調査結果概要（調査により明らかになった課題） 

・現在の従業員の介護状況、介護対象者の有無について 

介護経験ありが 1名いるが現在は介護中ではなく、その他の社員 3名は未経験者だった。 

・今後の従業員の介護見込みについて 

今後 5年の介護に関する見通しは、可能性が少しあるが 2名いて、「その他の親族」「わからない」

という回答があった。 

・就業規則、規程内の介護関係制度に関する認知状況について 

会社の制度や公的支援の仕組み、勤務先での相談窓口がわからないなど介護支援について認知さ

れていないことが分かった。 

・介護と仕事の両立に関する不安について 

自分が介護休業を取得することで収入が減ってしまう、介護がいつまで続くかわからず将来の見

こみが立てにくい事、両立するための仕組みが分からないなどの意見があった。 

・介護が続いた場合の望ましい働き方及び社内制度について 

有給休暇を使い対処をする、介護休業などの支援制度を利用して仕事との両立を図って行きたい

という結果が出た。職場環境などの社内の対応も業務処理体制の改善や効率化を行っており、こ

れからも継続して続けていきたいと思っている。 

２ プロジェクトチームの設置及び運営状況 

 ①設置日・メンバー 

（設置日）平成 30年 9月 4日 

（メンバー）総計 2名 

 ・都内勤務者 所長、社員（計 ２ 名） 

 ・都外勤務者         （計   名） 

②運営の状況（開催日、検討内容及び参加者数） 

平成 30年 9月 4日（参加 2名）：アンケートフォーム配布を周知。回答の催促を実施 

平成 30年 9月 20日（参加 2名）：全員の回答を確認し共有、今後の目標案を検討 

平成 30年 10月 3日（参加 2名）：取組計画の決定 

３ 策定した取組計画（内容及び取組時期） 

平成 30年度～ 年 1回程度で介護に関する情報提供及び交換会を実施 

平成 30年度～ 現状と見込を把握するために介護相談員との面談を随時実施する 


